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企業ごとに市場の規模が異なる場合の

シュタッケルベルグ・ヤードスティック規制

藤 本 正 樹

Ⅰ．序

多くの場合に地域独占によって財・サービス

の供給が行われている公益事業において，コス

ト削減などの経営効率化に向けての努力を促す

方法の一つとしてヤードスティック方式という

ものがある
1)
。この方式では，各地域にある公

益企業に対して，適当な方法によって全企業の

業績を計るための基準を算定し，その基準に

よって各企業を相対評価し，格付けを公表した

り結果を料金査定に反映したりしている。つま

り，直接的な競争相手がいない独占企業に他地

域の独占企業と間接的に競争させるのである
2)
。

このようなヤードスティック方式を理論的に

分析した先駆として Shleifer［1985］がある。

そこでは，各企業に対してそれ以外の企業の費

用の平均を基準として示し，その基準となる仮

想的なシャドー企業との費用削減競争を行わせ

る状況が分析されている。結果として，シャ

ドー企業との費用削減競争のナッシュ均衡にお

いて社会的厚生が最大となることが示されてい

る。そのときの重要な前提条件として，すべて

の企業が同質的であるということが仮定されて

いる。もしその仮定が満たされなければ，その

ような最適な結果は得られない。

本稿では，競争させられる企業間に差がある

場合には，どこを全企業の業績を測る基準とし

て用いれば良いのかを理論的に明らかにする。

特に，考えられる企業間の差のうちで外生的な

需要側の要因，その中でも直面する市場規模の

差を扱う。現実には，各地域にそれぞれの地域

市場がある場合，地域の地理的条件や面積や人

口，さらにインフラ整備の程度や産業構造の違

いなどの外生的要因によって，市場間には需要

規模の格差がどうしようもなく存在している。

そのような格差の下では，大規模な需要からく

る効率化のメリットをうまく生かして効率化を

推し進めていける企業もあれば，不利な条件の

下で効率化がなかなか進まない企業も出てくる

だろう。このときに，一般に認識されているよ

うに「経営効率の高い企業の指標を基準に比較

する」
3)
のであれば，市場規模が小さい企業に

対して，その責任によらないことによって過剰
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１）ヤードスティック規制の現実の適用例として，イ

ギリスの水道事業（Cowan［1997］）やアメリカの診

療報酬制度（Shleifer［1985］），そして日本の鉄道事

業（Mizutani［1997］），電力事業，都市ガス事業，乗

合バス事業，タクシー事業などがある。脚注３も合

わせて参照されたい。

２）この最後のまとめ方は，林ら［2010］に負ってい

る。

３）この記述は「2006 年版 経済新語辞典」の解説に

よる。この考えに基づいた査定方法として，例えば

電力事業では，「３つのコストそれぞれについて同

業他社比較を行い，劣後していると判断されれば，

効率化目標額として一定の金額を料金算定時の原価

から除外する（圓尾［2006］）」こととしている。具

体的な手続きとしては，電力会社に費用削減の程度

によって点数と順位を付けてグループ分けを行い，

より下位になるほどより大きく減額査定するように

している。その他のケースについては，「公共料金

の窓 消費者庁ホームページ」を参照のこと。



な，あるいは，無理な努力を強いることになり

かねないのではなかろうか。ここでは，そのよ

うな考えを持ちつつ，その基準の決め方を理論

的な分析に基づいて明らかにする。

本稿で得られる結果の現実的なインプリケー

ションは以下の四点である。第一に，ここで提

示するヤードスティック規制は均衡において社

会的厚生を最大にするものではなく，全企業の

中から基準となる企業を選び出すという制約の

下でのセカンド・ベストを実現するものである。

つまり，どの企業を基準にしたとしてもファー

スト・ベストが実現されるわけではない。ただ

し，基準となる企業は全市場での厚生損失の和

が最小となるように選んである。第二に，ここ

で提示する方式は，すべての企業に対して同じ

基準を適用するものである。具体的には，ある

特定企業の費用をプライス・キャップ（価格上

限）とした全国一律価格を採用するものである。

よって，本稿の結果によって市場ごとに規模が

異なる場合にでも全国一律価格を用いることに

ついての一定の根拠が与えられる。第三に，こ

こで提示する方式は，従来のものに対して基準

となる企業の選び方を変えた改良版であり，理

論的には従来のものと密接な関係を持ってい

る。しかし，従来のものと比べて社会的厚生の

面では厳密に優越する。第四に，その社会的厚

生面での優越は，⑴財が供給される地域市場の

数が少なく，⑵財の需要の価格弾力性が小さく，

⑶生産効率化に必要な追加的投資の限界費用が

大きいほど，より大きくなる。

本稿の構成は以下のとおりである。先ず第Ⅱ

節でモデルを提示する。これは Shleifer［1985］

のモデルに地域ごとの市場規模の違いを導入し

たものである。そして第Ⅲ節では，二種類の

ヤードスティック規制の方法を導入する。第一

のものは，すべての企業に対してその他の企業

の費用の平均を基準とし，従来型のクール

ノー・ナッシュ的な費用削減競争が行われる

ヤードスティック規制である。そして第二のも

のは，ある特定の企業の費用をその他の企業に

対しての基準とし，そしてその特定の企業に対

しての基準はそれ以外の企業の費用の平均とす

るようなヤードスティック規制である。この場

合，企業間の費用削減競争は，選ばれた特定企

業をリーダーとし他の企業を追随者としたシュ

タッケルベルグ的なものになる
4)
。第Ⅳ，Ⅴ節

では，各ヤードスティック規制の下での均衡点

とその厚生水準を順番に明らかにしていく。第

Ⅵ節ではその二つの結果を比較し，そして第Ⅶ

節ではそれぞれの場合の厚生損失を数量的に評

価する。

Ⅱ．モデル

ここでは n+1の企業が存在し，各企業はそ

れぞれ別々の市場で地域独占者として財の供給

を行っている状況を考える。ここで，各企業は

自らの市場では独占者であることから，企業

i pi/1, �, n+1�が財の供給を行っている市

場を市場 iと呼んでおく。市場 iでは，企業 i

は右下がりの市場の需要曲線 q pp i;a i� /

a i,bp i pb>0�に直面している。ここで，市場

の需要量は正であることから，価格は

p i��0, a i/b�である。本稿では，需要量の差に

現れる市場規模の違いを重要視するために，需

要関数 q p�;��そのものは企業間で差はないもの

とする。また市場規模は，その中でありうる潜

在的な需要量の差として現れてくることから，

需要量と正の相関を持つシフト・パラメータ

a i>0を市場規模の指標として用いる。ここ

で，市場規模については，最大値と最小値が存

在するものとする：すべての iに対して

aminCa iCamax。
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４）寡占市場におけるクールノー・モデルやシュタッ

ケルベルグ・モデルについては，標準的なミクロ経

済学のテキスト，例えば西村［1995］などを参照の

こと。



政府の目的は，すべての市場での経済厚生を

最大化することである。そのために，市場で財

が供給される際の価格上限（プライス・キャッ

プ）p iを設定し，その実現に生産の効率化が必

要となる場合には定額補助金 T iを与えて追加

的な投資を行わせる。先ず，各企業の生産費用

関数は線形 cq iであるとし，初期の限界費用 c

は一定の c0であるとする。そして，企業 iが費

用額でΨ pc i�/g pc i,c0�
2だけの生産効率化の

ための投資を行えば，限界費用を c i pc i?c0�ま

で引き下げることができるとする。この投資費

用関数Ψ p��は企業間で同じものとしておく。

ここではパラメータ g>0より，この投資費用

Ψ pci�は Shleifer［1985］の仮定を満たす：

Ψ pc0�/0， Ψ' pci�/2g pci,c0�?0， か つ

Ψ" pci�/2g>0。

以上の設定の下で，投資費用と補助金を考慮

した場合の企業 iの利潤は以下のようになる。

V i/pp i,c i� q pp i;a i�,Ψ pc i�+T i

市場 iでの社会的余剰を，通常どおりに消費者

余剰と生産者余剰（企業の利潤）の合計で定義

すれば，それは

W i/�E
ai/b

pi

q px;a i�dx�+pp i,c i� q pp i;a i�,Ψ pc i�

となる。ただし，ここでは課税の超過負担など

の公的資金のシャドー・コストはゼロとしてい

る。よって，補助金の財源を消費者への課税に

求めたとしても，そのときの消費者から企業へ

の所得移転は社会的余剰の大きさには影響を与

えない
5)
。

ここで，政府が各市場での社会的余剰の最大

化を行った場合の最適なプライス・キャップ

p＊i と企業の限界費用 c＊i と補助金 T＊i は以下の

一階条件を満たす：

T＊i /Ψ pc＊i �

p＊i /c＊i p1�

q pp＊i ;a i�/,Ψ' pc＊i � p2�

ここでは，これらの一階条件を満たす最適解

が，もっともらしい範囲に一意に存在するため

に，以下のことを仮定する。

仮定：

⒜ すべての iに対して，初期の費用は以下の

範囲にある：

a i

2g
?c0?

a i

b

⒝ そして，そのような区間が空でないものと

する：

2g>b

ここで，これらの仮定の意味を示す。先ず仮

定⒜の下では２式：

q p0;a i�/a i?2gc0/,Ψ' p0�

q pc0;a i�/a i,bc0>0/,Ψ' pc0�

が成立するので，一階条件を満たす最適解は 0

と c0の間にある。また，仮定⒝の下では最大

化の二階条件：

,�q pc;a i�/�c,Ψ" pc�/b,2g?0

が満たされ最適解は一意となる。グラフの中で

は，仮定⒜と⒝が満たされている場合には一階

条件の右辺の曲線,Ψ p��は左辺の曲線 q p��を

上から下に横切ることになる。以下では，得ら

れた式の符号の判定を行う場合に，上記の仮定

を断りなく使っていく。

関数を上記のように特定化しておけば，最適

解の組 pp＊i , c＊i , T＊i �は以下のようになる。

pp＊i , c＊i , T＊i �

/r
2gc0,a i

2g,b
,
2gc0,a i

2g,b
, g r

a i,bc0

2g,b 

2


 p3�
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５）ここで，ある財市場に課税を導入することによっ

て１円調達する場合，そのことにかかるコストが消

費者余剰の減少分なども含めて１円よりも大きい

1+l>1とすると，課税と補助金を用いた消費者か

ら生産者への所得移転は l>0だけの社会的余剰の

減少を引き起こす。そのときの超過負担 l>0を公

的資金のシャドー・コストという。課税の超過負担

と公的資金のシャドー・コストについては，Laffont

and Tirole［1993］の p. 38 やその参考文献を参照の

こと。



ここから，最適な価格 p＊i と限界費用 c＊i は市場

規模 a iが大きくなるほど低くなり，最適な補

助金 T＊i は市場規模 a iが大きくなるほど高く

なることが分かる。

これらの最適解を用いると，最大化された社

会的余剰は：

W＊
i /�E

ai/b

p＊i

q px;a i�dx�,Ψ pc＊i �

/
2g2

b r
a i,bc0

2g,b 

2

,g r
a i,bc0

2g,b 

2

/
g pa i,bc0�

2

b p2g,b�

となる。ここから，最大化された社会的余剰

W＊
i は市場規模 a iが大きくなるほど大きくな

ることが分かる。

Ⅲ．ヤードスティック規制の導入

本節では，各市場の社会的余剰を最大化する

ことを意図する政府が目的の実現のためにヤー

ドスティック規制を用いる場合に，いかなる基

準を設定すれば良いのかについて，選択肢を二

つ導入する。それらは以下のものである。

１．どの企業 i pi/1, �, n+1�に対しても，

それ以外の企業の平均値 cSi/p6 j�ic j�/n を

基準とする。その場合の利潤への影響はプ

ライス・キャップを p i/cSi，補助金額を

T i/Ψ pcSi �とすることで現れる
6)
。

２．市場規模が全体の平均値となる企業 mの

限界費用 cmを基準としてそれ以外の企業

へのプライス・キャップ p i/cmと補助金

額 T i/Ψ pcm�を決定する。そして，その

企業 mには，それ以外の企業が選択した

限界費用の平均 cSm/p6 j�mc j�/n を基準と

してプライス・キャップ p i/cSmと補助金

額 T i/Ψ pcSm �を決定する。

この第一の設定法の下では，どの企業も他の

企業の決定を所与として自らにとって最適な決

定を行うことになる。つまり，企業間の費用削

減競争は追随者同士で行われ，クールノー・ナッ

シュ的である。それに対して，第二の設定法で

は，各企業 i pi4m�は企業 mの決定を所与と

して自らにとって最適な決定を行っており，他

方では，企業 mは自らの決定に対するその他

企業の最適反応に対しての最適化を行ってい

る。この場合，企業間の費用削減競争は一社の

リーダーと多数の追随者で行われ，シュタッケ

ルベルグ的である。

以下では，第二番目のシュタッケルベルグ的

なヤードスティック規制が，第一番目のクール

ノー・ナッシュ的な規制よりも社会的厚生（社

会的余剰の大きさ）の面で優れたパフォーマン

スを実現することを示す。つまり，シュタッケ

ルベルグ的な規制のメリットは，プライス・

キャップや補助金額を求める際の計算量が少な

くてすむ（あるいは，計算回数が少なくなる）

だけではないということが後の議論から分かる

のだ。

Ⅳ．クールノー・ナッシュ的ヤードス

ティック競争

ここでは，クールノー・ナッシュ的な競争が

行われる場合の価格と限界費用の値についての

結果を示す。ここでの結果は以下のようにまと

められる。

命題１：クールノー・ナッシュ的なヤードス

ティック競争の下では，

⑴ 企業の直面する市場規模 a iが全体の平均

am/6 ia i/pn+1�より大きい場合には，ナッ

シュ均衡価格 pe
i は最適価格 p＊i と均衡限界費
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６）ここでは，計算の都合上，補助金の決定法を

Shleifer［1985］によるそれ以外の投資費用の平均

T i/Ψpc i�ではなく，上記のように，それ以外の平

均となる限界費用 T i/Ψpc� i�を実現するための投

資費用としておく。



用 ce
i を上回る。さらに，均衡限界費用 ce

i はそ

の最適水準 c＊i を上回る。つまり：

pe
i>ce

i>c＊i /p＊i

⑵ その市場規模が平均に等しい場合には，均

衡での価格 pe
mと限界費用 ce

mは最適水準

p＊m/c＊mに一致する。

⑶ 市場規模 a iが全体の平均より小さい場合

には，ケース⑴と逆の結果が得られる：

pe
i?ce

i?c＊i /p＊i

証明 企業の利潤は Vi/ppi,ci�q ppi;ai�,Ψ pci�

+T iである。ここで，投資費用関数はΨ pc i�/

g pc i,c0�
2，需要関数は q pp i;a i�/a i,bp i，そし

てプライス・キャップは p i/cSiである。これら

を用いると，利潤は以下のように書くことがで

きる：

V i/,gc2
i+�A i+bcSi �c i+pg,b�cS 2

i,A icSi

ここで，記号 A i/2gc0,a iを使っている。

これを c iで微分することによって，利潤最

大化の一階の条件が得られる。

,2gc i+A i+b
1

n
6 j�ic j/0

ここでの書き方では定義 cSi/p6 j�ic j�/n を使っ

ている。これらの一階条件を iについて足して

いき，関係6n+1
i=16 j�ic j/n6n+1

i=1c iを使えば以

下の式を得る。

6 j�ic j/,c i+
1

2g,b
6n+1

i=1A i

この式を一階条件へと代入すれば，ナッシュ均

衡限界費用を得る。

ce
i/

n

2ng+b
A i+

b

p2ng+b�p2g,b�
6n+1

i=1A i p4�

特に i/mのとき，Am/6 iA i/pn+1�を使えば

これは

ce
m/

Am

2g,b
p5�

となり，最適水準に一致する。

前節で得られた最適限界費用 c＊i /A i/p2g,b�

から，限界費用の最適値からの乖離は

ce
i,c＊i /

b

2g,b

n+1

2ng+b
pa i,am�

と な る。こ こ で，市 場 規 模 平 均 を am/

6iai/pn+1�と書いている。また，Am/2gc0,am

であることに注意せよ。

p4�式の均衡限界費用を用いると，定義にし

たがって均衡プライス・キャップが求まる。

pe
i/

1

n
6 j�ic

e
j

/
1

2ng+b �6 j�iA j+
b

2g,b
6n+1

i=1A i� p6�

この式を関係6 j�iA j/6n+1
j=1A j,A iを用いて

整理すると，

pe
i/

1

2ng+b �
2g

2g,b
6n+1

i=1A i,A i� p7�

を得る。特に i/mのときこれは

pe
m/

Am

2g,b
p8�

となり，最適水準に一致する。

以上の結果より，均衡価格と均衡限界費用の

差は

pe
i,ce

i/r
n+1

2ng+b 
pa i,am� p9�

となる。また，均衡価格と前節の式 p3�に示さ

れた最適価格 p＊i /A i/p2g,b�の差をとれば，価

格の最適水準からの乖離は

pe
i,p＊i /

2g

2g,b r
n+1

2ng+b 
pa i,am�

となる。以上の結果より，命題の結果が成立す

る。 証明終了

ここで均衡水準と市場規模の関係について，

平均市場規模 amを一定とすると

�pe
i

�a i

/
1

2ng+b
>0

�ce
i

�a i

/,
n

2ng+b
?0

となることにより，市場規模 a iが大きいほど

均衡価格 pe
i は高くなり均衡限界費用 ce

i は安く

なることが分かる。

また，均衡における企業の利潤は
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Ve
i/ppe

i,ce
i�pa i,bpe

i�,g pce
i,c0�

2
+g ppe

i,c0�
2

/ppe
i,ce

i��g pp
e
i+ce

i�,bpe
i,A i�

/g r
n+1

2ng+b 

2

pa i,am�
2
>0 p10�

となる
7)
。この式中での記号の定義はこれまで

どおりである。利潤の右辺では pa i,am�
2が掛

かっていることから，市場規模が平均の場合に

は利潤がゼロとなる。これは，その市場では価

格も限界費用も最適水準になっていることに対

応した結果である。そして，市場規模が平均と

は異なる場合には，その市場規模が平均から乖

離しているほど利潤は大きくなることが分か

る。よって，大きな利潤を得るのは，市場規模

が大きく最適水準に比べて高価格・高費用で財

の供給を行っている場合だけではなく，市場規

模が小さく最適水準に比べて低価格・低費用で

財の供給を行っている場合でもそうなのだと言

える。

また，企業への移転 T iを差し引かない場合

の消費者余剰は

E
ai/b

p
e
i

q px;a i�dx/
1

2
pa i,bpe

i�
2

/
1

2b r
4ng2pa i,bc0�+2bg pam,bc0�,2nbg pa i,am�

p2ng+b�p2g,b� 

2

p11�

となる
8)
。

Ⅴ．シュタッケルベルグ的ヤードス

ティック競争

本節では，市場規模が全体の平均 am/

6ia i/pn+1�である企業 mをリーダーとした

シュタッケルベルグ的な競争の結果を明らかに

する。その競争においては，最初に市場規模が

平均である企業の限界費用 cmがその他の企業

にとってのプライス・キャップ p i pi4m�とし

てその他の企業に一律に示され，またその平均

規模の企業の投資費用がその他の企業に対して

の補助金として提示される T i/Ψ pcm�。次に，

その他の企業がプライス・キャップと補助金を

所与として各自の限界費用を利潤最大化によっ

て決定する。そして，リーダーとなる企業 m

は，プライス・キャップがその他の企業の限界

費用の平均 cSm となるため，他の企業の最適反

応を所与として利潤を最大化するように自らの

限界費用を決定することになる。この場合の結

果は以下のようにまとめられる。

命題２： シュタッケルベルグ的なヤードス

ティック競争の下では，すべての企業 iで同じ

価格が適用される，ps
i/ps。そして，

⑴ 企業の直面する市場規模 a iが全体の平均

am/6 ia i/pn+1�より大きい場合には，シュ

タッケルベルグ均衡価格 psは最適価格 p＊i と

均衡限界費用 cs
i を上回る。さらに，均衡限界

費用 cs
i はその最適水準 c＊i を上回る。つまり：

ps
>cs

i>c＊i /p＊i

⑵ その市場規模が平均に等しい場合には，均

衡での価格 psと限界費用 cs
mは最適水準 p＊m/

c＊mに一致する。

⑶ 市場規模 a iが全体の平均より小さい場合

には，ケース⑴と逆の結果が得られる：

ps
?cs

i?c＊i /p＊i

証 明 こ こ で，投 資 費 用 関 数 がΨ pc i�/

g pc i,c0�
2，需要関数が q pp i;a i�/a i,bp i，プラ

イス・キャップが p i/cmで補助金が T i/

Ψ pcm�であることより，追随者 i pi4m�の利潤

は，命題１の場合と同様にして，

V i/,gc2
i+�A i+bcm�c i+pg,b�c2

m,A icm

となる。ここで，記号 A i/2gc0,a iを使って

いる。この利潤を c iで微分することによって，

企業の最適反応関数が得られる：

c ipcm�/
A i+bcm

2g

これより，ASm/6 i�mA i/nと書くと，リーダー
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となる企業 mのプライス・キャップとなる最

適反応の平均は以下のようになる：

pm/cSm/
6 i�mc ipcm�

n
/

ASm+bcm

2g
p12�

ここでは Amは A iの平均値であることから，

それを除いたときの平均値はそれを含めたとき

の平均値に等しいことから ASm/Amとなる。

そこで，企業 mの利潤：

Vm/ppm,cm�pam,bpm�,g pcm,c0�
2
+g pcSm,c0�

2

について，プライス・キャップ pm/cSmを代入

して因数分解し，そこに p12�式の最適反応の平

均を代入したうえで上記の関係 ASm/Amを用

いる。すると，利潤は以下のような形に書き直

すことができる：

Vm/,
1

4g2 �Am,p2g,b�cm��pb+g�Am,p2g,b�pb+g�cm�

これを cmで微分し，利潤最大化の一階条件と

最適反応関数を使うことによって，シュタッケ

ルベルグ均衡限界費用の組が得られる：

cs
m/

Am

2g,b
p13�

cs
i/

1

2g �A i+
b

2g,b
Am� p14�

これらより，関係 ps
m/cSm/cs

m/ps
i pi4m�が

成立することが容易に確かめられる。よって，

すべての iについて ps
i/psと書く。上記の関

係と前節の最適水準 p＊i /c＊i /A i/p2g,b�を

使って，以下の関係式を得る：

ps
,cs

i/
1

2g
pa i,am� p15�

ps
,p＊i /

1

2g,b
pa i,am� p16�

cs
i,c＊i /

b

2g p2g,b�
pa i,am� p17�

以上の結果により，命題の結果が成立する。

証明終了

シュタッケルベルグ均衡水準と市場規模の関

係は，平均市場規模 amを一定とすると

�cs
i

�a i

/,
1

2g
?0

となる。これより，均衡価格 psはすべての市

場で同じ水準であるが均衡限界費用 cs
i は市場

規模 a iが大きいほど安くなっていることが分

かる。

命題２の結果から，以下のことが言える。先

ず，リーダーとなる企業 mは最適な限界費用

を選択するので，ゼロの利潤を得ることになる。

それに対して，その他の企業 i pi4m�の均衡利

潤は

Vs
i/pps

,cs
i�pa i,bps�,g pcs

i,c0�
2
+g pcm,c0�

2

/
1

4g
pa i,am�

2>0 p18�

となる
9)
。この式より，企業の直面する市場の

規模が平均から乖離しているほど利潤は大きく

なる。

一方，消費者余剰を見ると，規模が平均に等

しい市場では最適水準に等しく

E
am/b

ps
q px;am�dx/

2g2

b r
am,bc0

2g,b 

2

となる。一方，その他の市場では以下のように

なる：

E
ai/b

ps
q px;a i�dx/

1

2b r
2g pa i,bc0�,b pa i,am�

2g,b 

2

p19�

Ⅵ．ヤードスティック規制の比較

１ 均衡点の関係 線形・二次モデルでの結果

本節では，これまでに導入された二つのヤー

ドスティック規制，クールノー・ナッシュ的規

制とシュタッケルベルグ的規制，を比較する。

後に分かるように，本節の結果がヤードス

ティック競争の特徴を最も良く示している。先

ずは，命題１と２でそれぞれ導出された均衡価

格と均衡限界費用についての比較から始め，こ

れまでの結果を整理する。その結果は以下の命

題にまとめられる。

命題３：

⑴ 企業の直面する市場規模 a iが全体の平均

企業ごとに市場の規模が異なる場合のシュタッケルベルグ・ヤードスティック規制 91

９）この結果の導出については，補論３を参照のこと。



am/6 ia i/pn+1�より大きい場合には，ナッ

シュ均衡価格 pe
i はシュタッケルベルグ均衡価

格 psを上回る。さらに，ナッシュ均衡限界費

用 ce
i もシュタッケルベルグ均衡限界費用 cs

i を

上回る。また，どちらの価格も限界費用も最適

水準を上回っている：

pe
i>ps

>ce
i>cs

i>c＊i /p＊i

⑵ その市場規模が平均に等しい場合には，両

均衡での価格 pe
mと psそして限界費用 ce

mと cs
m

はともに最適水準 p＊m/c＊mに一致する。

⑶ 市場規模 a iが全体の平均より小さい場合

には，ケース⑴と逆の結果が得られる。つま

り：pe
i?ps

?ce
i?cs

i?c＊i /p＊i

証明 両均衡での価格・限界費用とそれらの最

適水準の関係は，命題１と２で明らかとなって

いる。よって，ここでは命題１と２で得られた

式からさらに得られる以下の式を示しておく。

pe
i,ps

/
1

2ng+b
pa i,am�

ps
,ce

i/
n

2ng+b
pa i,am�

ce
i,cs

i/
b

2g p2ng+b�
pa i,am� p20�

これらから命題の結果が得られる。 証明終了

２ 均衡点の関係 一般論による証明

命題３の結果によって，シュタッケルベルグ

均衡は，どの場合であってもナッシュ均衡と最

適水準の間に位置していることが分かる。一般

的には，均衡限界費用が市場規模について線形

であればこの結果は成立する。ここでは，最初

に基本的な結果を確認しておく。

先ず，企業の利潤は

V i/pp i,c i�q pp i;a i�,Ψ pc i�+T i

であるから，企業の利潤最大化の一階条件は以

下のようになる：

q pp i;a i�/,Ψ' pc i�

つまり，左辺にある費用削減の限界便益が右辺

にある費用削減の限界費用に等しくなるように

限界費用が決定される。その場合，需要関数は

価格の減少関数であることから，価格が高いほ

ど左辺（限界便益）は小さくなる。よって，価

格が高いほど均衡限界費用は高くなる。また，

投資費用関数Ψの凸性より右辺は限界費用の

減少関数である。

そして，需要量は市場規模の単調増加である

ので �2V i/�a i�c i?0となり，一階条件を満たす

均衡限界費用は市場規模の単調減少関数であ

る
10)
。

ここで，社会的最適は第Ⅱ節での一階条件式

p1�と p2�：

p＊i /c＊i

q pp＊i ;a i�/,Ψ' pc＊i �

を満たす。また，最大化の二階条件により，右

辺にある投資の限界費用曲線,Ψ' p��（右下が

り）は左辺にある需要曲線 q p�;��（右下がり）を

上から下へと横切っている。

以上の結果から，市場規模が平均より小さい

場合 a i?amに，最適価格水準と各均衡価格の

大小関係を明らかにする。（逆の場合も同様の

方法で証明できる。）先ず，均衡限界費用が最適

水準ではないときには，ナッシュ均衡の一階条

件 q ppe
i;a i�/,Ψ' pce

i�と２曲線 q p�;��と,Ψ' p��

の位置関係より，⒜ p＊i /c＊i >ce
i>pe

i または⒝

pe
i>ce

i>c＊i /p＊i のどちらかとなる。ここで，均

衡限界費用が市場規模の線形関数であれば，

ナッシュ均衡価格の定義 pe
i/6 j�ic

e
j/nと関係

am?6 j�ia j/nと均衡限界費用の市場規模につ

いての単調減少性から

ce
i,pe

i/cepa i�,
6 j�ic

epa j�

n
/cepa i�,ce r

6 j�ia j

n 
>0

となる（命題１の式 p4�と式 p6�の関係を示す式
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p9�の結果）。よって，この場合は p＊i >ce
i とな

る（命題１の結果）。

また，ce
i>pe

i は，

ce
i>

6 j�ic
e
j

n
つまり

6 j�i pc
e
i,ce

j�

n
>0

を意味するので，以下の大小関係が得られる：

ce
i>

6n+1
j=1c

e
j

n+1
>

6 j�ic
e
j

n
p21�

この大小関係のうち最初の不等号は関係：

ce
i,

6n+1
i=1c

e
j

n+1
/

6 j�i pc
e
i,ce

j�

n+1
>0

より，二番目の不等号は関係：

6n+1
j=1c

e
j

n+1
/

6 j�ic
e
j+ce

i

n+1
>r

n+1

n 

6 j�ic

e
j

n+1
＝

6 j≠ic
e
j

n

より成立する。

また，限界費用が市場規模について線形であ

ることにより，大小関係 p21�の真ん中の項は平

均市場規模の企業 mのナッシュ均衡費用に一

致する：

6n+1
j=1c

epa j�

n+1
/ce r

6n+1
j=1a j

n+1 
/cepam�

さらに，企業 mのナッシュ均衡費用 cepam�

がシュタッケルベルグ均衡費用 cspam�に一致

することを示す（命題１の式 p5�と命題２の式

p13�の関係）。第一に，平均市場規模の企業 m

は，クールノー・ナッシュ的競争でもシュタッ

ケルベルグ的競争でも，ともに自分以外の平均

を相手に競争している。第二に，限界費用が市

場規模について線形であることから，他の企業

の限界費用の平均について

6 j�mc
spa j�

n
/cs r

6 j�ma j

n 
/cspam�

が成立し，その競争は対称的なものである。そ

して，対称的な２企業間のヤードスティック競

争では，ナッシュ均衡とシュタッケルベルグ均

衡は一致するのである
11)
。

以上の結果に加えて，シュタッケルベルグ規

制の価格式 ps
/cs

mを用いれば，式 p21�の大小

関係から価格の関係が得られる：p＊i >ps
>pe

i。

そして，需要関数は価格の減少関数であること

から，限界便益の大小関係

q pp＊i ;a i�?q pps;a i�?q ppe
i;a i�

を得る。これと一階条件とその右辺が限界費用

の減少関数であることより，限界費用の大小関

係が得られる：c＊i >cs
i>ce

i

３ 社会的余剰についての比較

以下では，二つのヤードスティック規制の下

での社会的余剰を比較し，社会的厚生の観点か

ら見てシュタッケルベルグ規制の方が望ましい

ことを示す。その結果は以下のようにまとめら

れる。

命題４：

ナッシュ均衡での社会的余剰We
i とシュタッケ

ルベルグ均衡での社会的余剰Ws
i では，すべて

の市場 iでシュタッケルベルグ均衡での方が大

きくなる。つまり，

We
i,Ws

i/,
b �b+2p2n+1�g�

4g p2ng+b�2
pa i,am�

2
?0

ここで，それぞれは以下のように定義されてい

る：

We
i/�E

ai/b

p
e
i

q px;a i�dx�+ppe
i,ce

i�q ppe
i;a i�−Ψ pce

i�

Ws
i/�E

ai/b

p
s

q px;a i�dx�+pps
,cs

i�q pps;a i�−Ψ pcs
i�

証明 ここでは，社会的厚生の差を項別に計算

していって，最後にそれらの結果を合計する。

最初に，社会的余剰のうち第一番目の消費者余

剰の差Ee
q px;a i�dx,Es

q px;a i�dxを求めると，

式 p11�と式 p19�の差より

�2b2g+8nbg2
,2bg2

,8ng3�

p2ng+b�2p2g,b�2
pa i,bc0�pa i,am�

,
�4nbg2

+2bg2�

p2ng+b�2p2g,b�2
pam,bc0�pa i,am�

,
�b3

+4nb2g�

2p2ng+b�2p2g,b�2
pa i,am�

2
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を得る
12)
。ここでの計算式の表示の仕方は，計

算をしていく便宜上，項ごとに行を変えている。

次 い で，第 二 番 目 の 企 業 の 利 潤 の 差

ppe
i,ce

i�q pp
e
i;a i�,pps

,cs
i�q pps;a i�を求めると，

,
�b2

+4nbg,4ng2�

p2ng+b�2p2g,b�
pa i,bc0�pa i,am�

+
�2nbg+2bg�

p2ng+b�2p2g,b�
pam,bc0�pa i,am�

+
�b3

+4nb2g,4nbg2�

2g p2ng+b�2p2g,b�
pa i,am�

2

を得る
13)
。

最後に，第三番目の投資費用の差Ψ pcs
i�,

Ψ pce
i�を求めると

�b2
+4nbg�

2p2ng+b�2p2g,b�
pa i,bc0�pa i,am�

+
b2

2p2ng+b�2p2g,b�
pam,bc0�pa i,am�

,
�b3

+4nb2g�

4g p2ng+b�2p2g,b�
pa i,am�

2

を得る
14)
。

定義により，社会的余剰の差は上記の三つの

項を合計することで求まる。

先ず，各一行目に示した pa i,bc0�pa i,am�の

項を合計する。分母を 4g p2ng+b�2p2g,b�2に

通分して足していくと分子は

2b3g+8nb2g2
+4b2g2

,8bg3

となる。そして，各二行目に示した pam,bc0�

pa i,am�の項を合計する。分母を先ほどと同

じく 4g p2ng+b�2p2g,b�2に通分して足してい

くと，その分子は

,p2b3g+8nb2g2
+4b2g2

,8bg3�

となる。ここで，pa i,bc0�pa i,am�,pam,bc0�

pa i,am�は pa i,am�
2とまとめられることによ

り，これらの部分を先に足し合わせまとめてお

くと良い。その結果は以下のようになる：

2b3g+8nb2g2
+4b2g2

,8bg3

4g p2ng+b�2 p2g,b�2
pa i,am�

2 p22�

最後に各三行目に示した pa i,am�
2の項を合

計する。先ほどと同じに分母を通分し足してい

くと

,b4
,4nb3g+8nb2g2

,16nbg3

4g p2ng+b�2 p2g,b�2
pa i,am�

2 p23�

が得られる。結果として欲しい社会的余剰の差

は最後の二式 p22�と p23�の和であることか

ら：

We
i,Ws

i

/,
b �b3

+4nb2g,2b2g,16nbg2
,4bg2

+8p2n+1�g3�

4g p2ng+b�2p2g,b�2
pa i−am�

2

となる。この分子の中括弧の中を，３番目の

b2gの項と５番目の bg2の項に注意しつつ並べ

替えると

4bg2
,4b2g+b3

+8p2n+1�g3
,16nbg2

,8bg2
+4nb2g+2b2g

/b p2g,b�2+2p2n+1�g p2g,b�2/�b+2p2n+1�g�p2g,b�2

と因数分解できることから，命題の結果を得る。

証明終了

この命題の結果，全国一律化価格を採用する

シュタッケルベルグ的ヤードスティック規制は

市場ごとに異なった価格を採用するクール

ノー・ナッシュ的なものよりも，社会的厚生の

面で厳密に優れていることが分かった。このこ

とは，市場ごとに規模が異なるような場合にで

も全国一律価格を用いることに一定の根拠を与

える。さらに，

We
i,Ws

i/,
b �b+2p2n+1�g�

4g p2ng+b�2
pa i,am�

2
?0

より，市場数が増加していった場合の極限につ

いて limn
��W
e
i,Ws

i�/0が言える。つまり，一

国の財需要が増加していくことで地域市場とそ

の市場で財を供給する独占企業の数が増加して

いったとき，その極限では両方の社会的余剰が

一致するのである。

そのことが言えるのは，以下の極限について

の結果のためである。

命題５：

市場規模 a i pi/1, 2, ��の並べ方が大きい順
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a1>a2>�または小さい順 a1?a2?�になっ

ているとする。すると，市場と企業の数 nが無

限に増加していくのにしたがって，ナッシュ均

衡価格と均衡限界費用はシュタッケルベルグ均

衡価格と均衡限界費用の組に収束する：

limn
�p
e
i/limn
�p

s かつ limn
�c
e
i/limn
�c

s
i

証明 今，市場規模には最大値と最小値が存在

するものとしているので，すべての iに対して

aminCa iCamaxである。よって，任意の nにつ

いて平均市場規模は最大値と最小値の間にあ

る：

amin?
6n

i=1a i

n
?amax

すると，それまでに足された市場の数 nでイン

デックス付けされた平均市場規模の数列

�an
m�

�
n=1は有界である。

ここで，市場規模の並べ方が大きい順になっ

ているとする。（小さい順の場合も同様の議論

を行うことができる。）すると，平均市場規模の

数列 �an
m�

�
n=1は単調減少列である。なぜなら，

市場規模が単調減少なので任意の nに対して

a i>an+1 pi/1, 2, �, n�となり，結果：

6n
i=1a i

n
,an+1/

6n
i=1pa i,an+1�

n
>0

が得られ，これより，任意の nに対して

an
m/r

n+1

n 

6n

i=1a i

n+1
>

6n
i=1a i+an+1

n+1
/an+1

m

が成立するからである。よって，数列 �an
m�

�
n=1

は有界な単調減少列なので収束し，ただ一つの

極限を持つ
15)
。それを amと書く。

ここで，ナッシュ均衡価格の極限をとると

limn
�p
e
i/,limn
�

1

2ng+b
A i+limn
�

2pn+1�g

p2ng+b�p2g,b�
Am

となる。右辺第一項はゼロになるので，結果

は：

limn
�p
e
i/

1

2g,b
Am

となる。ここで記号は Am/2gc0,amである。

これはシュタッケルベルグ均衡価格の極限：

limn
�p
s
/limn
�

1

2g,b
Am/

1

2g,b
Am

に一致する。

一方，ナッシュ均衡限界費用の極限をとると

limn
�c
e
i/limn
�

n

2ng+b
A i+limn
�

pn+1�b

p2ng+b�p2g,b�
Am

/
1

2g
A i+

b

2g p2g,b�
Am

となる。これはシュタッケルベルグ均衡限界費

用の極限：

limn
�c
s
i/

1

2g �A i+
b

2g,b
Am�

に一致する。ここで記号は先と同じである。

証明終了

以上の議論から，社会厚生の面でシュタッケ

ルベルグ均衡はナッシュ均衡に対して厳密な上

限を与えていることが分かる。また，命題３に

示された関係：

・市場規模 a iが全体の平均より大きい場合に

は，pe
i>ps

>ce
i>cs

i>c＊i /p＊i

・市場規模 a iが全体の平均より小さい場合に

は，pe
i?ps

?ce
i?cs

i?c＊i /p＊i

を見れば，ヤードスティック規制のさらなる特

徴が分かる。命題５の結果より，どちらの場合

も，市場数（企業数）が増加していくのにつれ

てナッシュ均衡価格と均衡限界費用はそれぞれ

の最適水準へと近づいていくことが分かる。し

かし，シュタッケルベルグ均衡水準がナッシュ

均衡水準と最適水準とを隔てているために，ど

れだけ市場数（企業数）が増加しようとも価格

と限界費用は最適水準に一致することはない。

このことは良く知られている寡占市場モデルで

の結果，「市場で財を供給する企業の数が増加

していくのにつれて，財の価格と供給量は最適

水準へと収束していく」，とは対照的である
16)
。

このような結果が成立するのは，クール
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ノ ー・ナ ッ シ ュ 的 競 争 で の 価 格 pe
i/

6 j�ic
e
j/n pi4m�がシュタッケルベルグ的競争

での価格 ps
/cs

mに収束するからである。両方

の場合で価格が等しければ，両方の場合の一階

条件が同じ形の式 q pp i;a i�/,Ψ' pc i�であるこ

とから，限界費用も等しくなる。このことは，

命題１と２の証明での均衡限界費用の導出手続

きからも確認できる。そして，本稿での価格の

収束は，需要関数 q p�;��と投資費用関数Ψ p��

の特定の仕方から均衡限界費用が市場規模に関

して線形となっていることから成立している。

もし均衡限界費用が市場規模に関して線形であ

れば，

pe
i/

6 j�ic
epa j�

n
/ce r

6 j�ia j

n 

となる（命題１の式 p4�と式 p6�の関係）。この

関係さえ得られれば，均衡限界費用が市場規模

に関して連続である場合に

limn
�p
e
i/limn
�c

e r
6 j�ia j

n 


/ce rlimn
�

6 j�ia j

n 
/cepam�/cspam�

となる。ここで amは命題５の証明で定義した

平均市場規模 amの極限である。また最後の等

号は，平均規模の市場ではナッシュ均衡とシュ

タッケルベルグ均衡で限界費用が一致すること

による。よって，この関係と limn
�p
s
/cspam�

により，極限での均衡価格の一致が言える。

Ⅶ．厚生損失の数量的評価

前節で，シュタッケルベルグ的な競争下の方

がクールノー・ナッシュ的な競争下よりも社会

的余剰が大きいことが示された。では，それぞ

れは社会的最適に比べればどうであろうか？

ナッシュ均衡での社会的余剰は社会的最適に比

べてどの程度小さいのか？ また，シュタッケ

ルベルグ均衡ではナッシュ均衡よりも厚生損失

がどの程度小さいのだろうか？ 本節ではそれ

らの事柄について明らかにする。先ず，シュ

タッケルベルグ的な競争と社会的最適の比較は

以下のようになる。

命題６：

シュタッケルベルグ的ヤードスティック競争下

での社会的余剰Ws
i と社会的最適な場合の社会

的余剰W＊
i の差は以下のようになる：

Ws
i,W＊

i /,
b

4g p2g,b�
pa i,am�

2
?0

証明 先ず，消費者余剰の差を求める。第Ⅱ節

の最適社会的余剰の計算と第Ⅴ節の均衡消費者

余剰の計算の結果から，消費者余剰の差は：

E
ai/b

ps
q px;a i�dx,E

ai/b

p＊i

q px;a i�dx

/,
2g pa i,bc0�pa i,am�

p2g,b�2
+

b pa i,am�
2

2p2g,b�2

となる。

次に，企業の利潤の差を求める。命題３の証

明の式 p15�より価格と限界費用の差：

ps
,cs

i/
1

2g
pa i,am�

が得られて，これとシュタッケルベルグ均衡価

格 ps
/p2gc0,am�/p2g,b�のときの需要量：

a i,bps
/

2g pa i,bc0�

2g,b
,

b pa i,am�

2g,b

を掛け合わせると利潤の差を得る：

pps
,cs

i�pa i,bps�

/
pa i,bc0�pa i,am�

2g,b
,

b pa i,am�
2

2g p2g,b�

ここで社会的最適の場合の利潤は p＊i /c＊i より

ゼロであることに注意せよ。

最後に，投資費用の差を求める。ここで，投

資費用の差は以下のように書き直せる：

Ψ pc＊i �,Ψ pcs
i�/g pc＊i ,cs

i��pc
＊
i ,c0�+pcs

i,c0��

第 Ⅱ 節 で 得 ら れ た 最 適 限 界 費 用 c＊i /

p2gc0,a i�/p2g,b�から，右辺の中括弧の１番目

の項は

第 185 巻 第１号96
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c＊i ,c0/,
a i,bc0

2g,b
p24�

となる。そして命題２の証明より，シュタッケ

ルベルグ均衡限界費用は p14�式

cs
i/

1

2g �p2gc0,a i�+
b p2gc0,am�

2g,b �
なので，右辺の中括弧の２番目の項も求まる：

cs
i,c0/,

a i,bc0

2g,b
+

b pa i,am�

2g p2g,b�
p25�

命題２の証明で得られていた式 p17�より，

g pc＊i ,cs
i�/,

b pa i,am�

2p2g,b�
p26�

となる。

以上の三式 p24�と p25�と p26�を代入すれば，

投資費用の差は：

Ψ pc＊i �,Ψ pcs
i�

/
b pa i,bc0�pa i,am�

p2g,b�2
,

b2pa i,am�
2

4g p2g,b�2

となる。最終的に，上記の消費者余剰の差と利

潤の差と投資費用の差を足し合わせれば命題の

式を得る。 証明終了

この結果の系として，社会的損失の和を最小

にするリーダーの最適な選び方が分かる。リー

ダーを企業 l，その市場規模を a lとすると，命

題２と６と同様の議論より，シュタッケルベル

グ均衡での厚生損失の和は

6n+1
i=1 pW

＊
i ,Ws

i�

/
b

4g p2g,b�
6n+1

i=1ra i,
ng,b

npb+g�
a l,

pn+1�b

npb+g�
am


2

となり，これを最小にするリーダーの市場規模

は以下の一階条件と二階条件：

�

�a l

6n+1
i=1 pW

＊
i ,Ws

i�

/,
b

2g p2g,b�

ng,b

npb+g�
6n+1

i=1 ra i,
ng,b

npb+g�
a l−

pn+1�b

npb+g�
am


/0

�2

�a2
l

6n+1
i=1 pW

＊
i ,Ws

i�/
pn+1�b

2g p2g,b� r
ng,b

npb+g� 

2

>0

を満たすために，a＊l /amとなり全体平均に一

致する
17)
。よって，本稿でのリーダーの選び方

はこの意味で最適である。

ここまでで，社会的余剰の差が二組得られて

いる：

We
i,Ws

i/,
b �b+2p2n+1�g�

4g p2ng+b�2
pa i,am�

2
?0

Ws
i,W＊

i /,
b

4g p2g,b�
pa i,am�

2
?0

これらを足し合わせることによって，クール

ノー・ナッシュ的な競争と社会的最適の差が求

められる。

We
i,W＊

i /,
bg

2g,b r
n+1

2ng+b 

2

pa i,am�
2
?0

以上より，どちらの均衡の場合も，市場規模が

平均の場合は社会的最適，そしてそこからの乖

離（厚生損失の大きさ）は市場規模の平均から

の乖離によって決まっていることが分かる。

また，両均衡の下での厚生損失の差の比率を

とると

0?
Ws

i,W＊
i

We
i,W＊

i

/
1

4g2 r
2ng+b

n+1 

2

?1

それは，市場規模によらずすべての市場 iにお

いて同じになる。また，クールノー・ナッシュ

的なヤードスティック規制からシュタッケルベ

ルグ的なものへと規制手段を切り替えることに

よる厚生損失の改善率：

0?
Ws

i,We
i

We
i,W＊

i

/
p2g,b��2p2n+1�g+b�

4pn+1�2g2 ?1

も，すべての市場で同じとなる。よって，規制

手段の切り替えはどの市場に対しても公平に恩

恵をもたらすと言える。

ここで，規制手段の切り替えによる厚生損失

の改善率を qと書くと，それは需要曲線の傾き

b（あるいは，需要の価格弾力性）が小さくなる

ほど大きくなる：

�q

�b
/,

2p2ng+b�

4pn+1�2g2?0

そして，投資の限界費用 gが大きくなるほど大
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きくなる：

�q

�g
/

b p2ng+b�

2pn+1�2g
>0

さらに，極限の結果からも分かるとおり，市場

数 nが多くなるほど小さくなる：

�q

�n
/,

p2ng+b�p2g,b�

2pn+1�3g2 ?0

これらの結果を以下の命題にまとめておく：

命題７：

規制手段をクールノー・ナッシュ的ヤードス

ティック規制からシュタッケルベルグ的規制に

切り替えたときの厚生損失の改善率は，

⑴ 財の需要の価格弾力性が小さいほど

⑵ 効率化に必要な投資の限界費用が大きいほ

ど

⑶ 財が供給されている地域市場の数が少ない

ほど

大きくなる。

補論１：ナッシュ均衡利潤の導出

ここでは，第Ⅳ節式 p10�に示された企業の

ナッシュ均衡利潤を求める。先ず，プライス・

キャップ p i/cSiの下で企業の利潤を因数分解

すれば，

Ve
i/ppe

i,ce
i��g ppe

i+ce
i�,bpe

i,A i�

となる。ここでは A i/2gc0,a iである。また，

均衡での費用と価格は命題１の式 p4�と p7�よ

りそれぞれ

ce
i/

n

2ng+b
A i+

pn+1�b

p2ng+b�p2g,b�
Am

pe
i/,

1

2ng+b
A i+

2pn+1�g

p2ng+b�p2g,b�
Am

である。ここでは Am/2gc0,amかつ am/

6ia i/pn+1�である。これらを用いると上記の

利潤での二番目の中括弧は以下の形に書くこと

ができる：

g ppe
i+ce

i�,bpe
i,A i/XA i+YAm

ここで右辺の表現はそれぞれ

X/
1

2ng+b
p,g+ng+b,2ng,b�/,g

n+1

2ng+b

Y/
n+1

p2ng+b�p2g,b�
p2g2

+bg,2bg�/g
n+1

2ng+b

である。これを計算すると

g ppe
i+ce

i�,bpe
i,A i/g

n+1

2ng+b
pa i,am�

となる。これと命題１で導いた式 p9�：

pe
i,ce

i/ r
n+1

2ng+b 
pa i,am�

を掛け合わせると，ナッシュ均衡利潤が求ま

る：

Ve
i/g r

n+1

2ng+b 

2

pa i,am�
2

補論２：ナッシュ均衡での消費者余剰の導出

ここでは，第Ⅳ節の式 p11�に示されたナッ

シュ均衡での消費者余剰の導出を行う。先ず，

需要関数が線形であることから消費者余剰は三

角形の面積となり，以下のように書くことがで

きる：

E
ai/b

p
e
i

q px;a i�dx/
1

2b
pa i,pe

i�
2

この括弧の中の項は以下のようにして計算でき

る：

a i,bpe
i

/a i+
b p2gc0,a i�

2ng+b
,

2pn+1�bg p2gc0,am�

p2ng+b�p2g,b�

/
p2na ig+2bgc0�p2g,b�

p2ng+b�p2g,b�

,
4nbg2c0+4bg2c0,2nambg,2ambg

p2ng+b�p2g,b�

/
4ng2pa i,bc0�+2bg pam,bc0�,2nbg pa i,am�

p2ng+b�p2g,b�

pA,1�

これにより，消費者余剰を求めることができる。

補論３：シュタッケルベルグ均衡利潤の導出

ここでは，第Ⅴ節の命題２の後に式 p18�で示

された均衡利潤の導出を行う。シュタッケルベ

ルグ均衡利潤は，プライス・キャップ ps
/cs

mよ
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り，以下のように書き直せる：

Vs
i/pps

,cs
i��pa i,bps�+g pcs

m,c0�+g pcs
i,c0��

右辺の中括 弧の第一項は ps
/ p2gc0,am�/

p2g,b�より，

pa i,bps�/a i,b
2gc0,am

2g,b

/
2g pa i,bc0�

2g,b
,

b pa i,am�

2g,b
pA,2�

第二項は：

g pcs
m,c0�/g r

2gc0,am

2g,b
,c0


/,
g pam,bc0�

2g,b

そして最後の第三項は，命題６の証明で得られ

た式 p25�より

g pcs
i,c0�/,

2g pa i,bc0�

2p2g,b�
+

b pa i,am�

2p2g,b�

となる。よって，これら三つの項を足して，中

括弧の中は

pa i,bps�+g pcs
m,c0�+g pcs

i,c0�/
1

2
pa i,am�

となる。これと命題２で得られた式 p15�

ps
,cs

i/
1

2g
pa i,am�

を掛ければ均衡利潤が得られる。

補論４：消費者余剰の差の導出

ここでは，本文の命題４の証明に示された消

費者余剰の差を導出する。先ず，ナッシュ均衡

での消費者余剰は式 p11�より

E
ai/b

p
e
i

q px;a i�dx

/
1

2b r
4ng2pa i,bc0�+2bg pam,bc0�,2nbg pa i,am�

p2ng+b�p2g,b� 

2

一方，シュタッケルベルグ均衡での消費者余剰

は式 p19�より

E
ai/b

ps
q px;a i�dx/

1

2b r
2g pa i,bc0�,b pa i,am�

2g,b 

2

であることから，両者の差は二乗の差となり以

下のように和と差の積の形で書ける：

pX+Y�pX,Y�

2b p2ng+b�2p2g,b�2

ここで，分子左側の X+Yは以下の三つの項の

和である：

�4ng2
+2g p2ng+b��pa i,bc0�/�2bg+8ng2�pa i,bc0�

2bg pam,bc0�

�,2nbg,b p2ng+b��pa i,am�/,�b2
+4nbg�pa i,am�

そして，右側の X,Yは以下の三つの項の和で

ある：

�4ng2
,2g p2ng+b��pa i,bc0�/,2bg pa i,bc0�

2bg pam,bc0�

�,2nbg+b p2ng+b��pa i,am�/b2pa i,am�

よって，分子にある積 pX+Y�pX,Y�は以下

に挙げる六つの項の和である。

１．pa i,bc0�pam,bc0�の項：

2bg�p2bg+8ng2�,2bg�pa i,bc0�pam,bc0�

/16nbg3pa i,bc0�pam,bc0�

２．pa i,bc0�
2の項：

,2bg p2bg+8ng2�pa i,bc0�
2

/,4b2g2pa i,bc0�
2
,16nbg3pa i,bc0�

2

３．pam,bc0�
2の項：

4b2g2pam,bc0�
2

４．pa i,bc0�pa i,am�の項：

�b2p2bg+8ng2�+2bg pb2
+4nbg��pa i,bc0�pa i,am�

/�4b3g+16nb2g2�pa i,bc0�pa i−am�

５．pam,bc0�pa i,am�の項：

2bg�b2
,pb2

+4nbg��pam,bc0�pa i,am�

/,8nb2g2pam,bc0�pa i,am�

６．pa i,am�
2の項：

,�b4
+4nb3g�pa i,am�

2

ここで，上記１．と２．と３．の和について

以下の二式：

pa i,bc0�pam,bc0�,pa i,bc0�
2

/,pa i,bc0�pa i,am�

pam,bc0�
2
,pa i,bc0�

2

/,pa i,bc0�pa i,am�,pam,bc0�pa i,am�

に注意しつつ，以上の六つの項を合計すると，

分子にある積 pX+Y�pX,Y�は
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2b �2b2g+8nbg2
,2bg2

,8ng3�pa i,bc0�pa i,am�

,2b �4nbg2
+2bg2�pam,bc0�pa i,am�

,b �b3
+4nb2g�pa i,am�

2

となる。これより命題４の証明に示された式を

得る。

補論５：企業の均衡利潤の差の導出

ここでは，本文の命題４の証明に示された均

衡利潤の差を導出する。先ず，ナッシュ均衡で

の投資費用と補助金を考慮しない利潤は

ppe
i,ce

i�pa i,bpe
i�である。このうち左側の括弧

の部分はすでに命題１の式 p9�で得られており

pe
i,ce

i/ r
n+1

2ng+b 
pa i,am�

である。そして，右側の括弧の部分は補論２の

消費者余剰の導出での式 pA,1�ですでに得ら

れており

a i,bpe
i

/
4ng2pa i,bc0�+2bg pam,bc0�,2nbg pa i,am�

p2ng+b�p2g,b�

である。よって，これらを掛け合わせればナッ

シュ均衡利潤

4n2g2
+4ng2

p2ng+b�2p2g,b�
pa i,bc0�pa i,am�

+
2nbg+2bg

p2ng+b�2p2g,b�
pam,bc0�pa i−am�

,
2n2bg+2nbg

p2ng+b�2p2g,b�
pa i,am�

2

が得られる。

一方で，投資費用と補助金を考慮しないシュ

タッケルベルグ均衡利潤 pps
,cs

i�pa i,bps�のう

ち，左側の括弧の部分はすでに命題２の式 p15�

で得られており

ps
,cs

i/
1

2g
pa i,am�

である。そして，右側の括弧の部分は補論３の

均衡利潤の導出の式 pA,2�ですでに得られて

おり

a i,bps
/

2g pa i,bc0�

2g,b
,

b pa i,am�

2g,b

である。よってこれらを掛け合わせればシュ

タッケルベルグ均衡利潤

1

2g,b
pa i,bc0�pa i,am�,

b

2g p2g,b�
pa i,am�

2

/
4n2g2

+4nbg+b2

p2ng+b�2p2g,b�
pa i,bc0�pa i,am�

,
4n2bg2

+4nb2g+b3

2g p2ng+b�2p2g,b�
pa i,am�

2

も得られる。

以上で求められた二つの均衡利潤の差をとれ

ば，命題４の証明に示された企業の利潤の差が

得られる。

補論６：均衡投資費用の差の導出

ここでは，本文の命題４の証明に示された均

衡投資費用の差を導出する。先ず，均衡投資費

用の差は以下のように書ける：

Ψ pcs
i�,Ψ pce

i�/g pcs
i,ce

i��pc
s
i,c0�+pce

i,c0��

最初に，右辺の中括弧の中の第一項は，命題

６の証明で得られた式 p25�より以下のように

なる：

cs
i,c0/,

a i,bc0

2g,b
+

b pa i,am�

2g p2g,b�

次に，命題１の証明の式 p4�よりナッシュ均

衡限界費用は

ce
i/

np2gc0,a i�

2ng+b
+

pn+1� b p2gc0,am�

p2ng+b�p2g,b�

なので，右辺の中括弧の中の第二項は，以下の

ようになる：

ce
i,c0/,

2ng pa i,bc0�

p2ng+b�p2g,b�
,

b pam,bc0�

p2ng+b�p2g,b�

+
nb pa i,am�

p2ng+b�p2g,b�

以 上 に よ り，中 括 弧 の 中 の 項 �pcs
i,c0�

+pce
i,c0��は

,
�b+4ng�pa i,bc0�

p2ng+b�p2g,b�
,

b pam,bc0�

p2ng+b�p2g,b�

+
�b2

+4nbg�pa i,am�

2g p2ng+b�p2g,b�

となる。これに命題３の証明の式 p20�からの

次式：
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g pcs
i,ce

i�/,
b

2p2ng+b�
pa i,am�

を掛けると命題４の証明に示された均衡投資費

用の差が得られる。

補論７：リーダーが平均市場規模の企業mと

は限らない場合のシュタッケルベルグ均衡

ここでは，シュタッケルベルグ的規制におい

てどの企業をリーダーとして選ぶのが最適であ

るのかを考えるために，いずれかの一企業が

リーダーとなった場合の厚生損失を導出する。

リーダーとなる企業を lとすると，命題２と

同様にして，他の企業の最適反応の平均を代入

した企業 lの利潤は以下のように書ける：

V l/,
1

4g2 �AS l,p2g,b�c l��2gA l+pb,g�AS l,p2g,b�pb+g�c l�

ここで，記号は AS l/6 j�lA j/nであり，リーダー

以外の企業での平均を表す。明らかに，l/m

ならば関係 ASm/Amが成立するので，これは命

題２の証明に現れた式になる。

この利潤を限界費用 c lについて最大化し，

その他の企業の最適反応 c ipc l�/pA i+bc l�/2gを

用いると，以下の均衡限界費用の組を得る：

cs
l/

1

2g,b �
g

b+g
A l+

b

b+g
AS l�

cs
i/

1

2g �A i+
b

2g,b �
g

b+g
A l+

b

b+g
AS l��

ここで，関係6 j�lA j/6n+1
j=1A j,A lと定義

A i/2gc0,a iを用いると，企業 lの均衡限界費

用の中括弧の中は以下のように書き換えられ

る：

ng,b

npb+g�
A l+

pn+1�b

npb+g�
Am

/2gc0,�
ng,b

npb+g�
a l+

pn+1�b

npb+g�
am�

このうち右辺の中括弧の中の項を x lとおくと，

企業 lの均衡限界費用は

cs
l/

2gc0,x l

2g,b
，

その他の企業の均衡限界費用は

cs
i/

1

2g �A i+
b

2g,b
p2gc0,x l��

となるので，命題６の計算と同様にして，シュ

タッケルベルグ均衡での厚生損失は

W＊
i ,Ws

i/
b

4g p2g,b�
pa i,x l�

2

となる。これに x lを代入すれば，命題 6 の後

ろに示された式を得る。
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